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総務省過疎対策室では、過疎地域の自立・活性化施策の1つとして、「交流を主たる

目的として田舎と都市を行き来するライフスタイル＝交流居住」を提案しています。

平成13年度には「過疎地域におけるマルチハビテーションに関する調査」を、平成

15年度には「過疎地域における交流居住の促進方策に関する調査研究」を行い、過疎

市町村における交流居住施策の促進を支援して参りました。

今年度は、過去2回の調査を踏まえ、改めて交流居住に対する都市住民のニーズ調

査と、過疎市町村の交流居住施策の実態把握調査を行うと共に、都市住民に対する情

報発信事業として「交流居住フェア」を開催しました。

この概要版は、全国の過疎市町村が交流居住施策を推進する際の参考となるよう、

作成したものです。これに記載されている各種調査結果およびフェアの詳細は、別冊

の報告書に記載されております。概要版、報告書をあわせてお役立ていただければ幸

いです。

平成17年3月　総務省自治行政局過過疎対策室

＜「交流居住」とは？＞

都市住民が、都市と田舎の両方に滞在拠点を持ち、双方を仕事や余暇で

使い分け、地元の方達との交流を楽しみながら生活するという新しいライフ

スタイルを「交流居住」と呼びます。

＜交流居住推進の意義＞

過疎地域の活性化・自立促進にとって、積極的に都市との交流を図ってい

くことは、今や重要な要素となっています。従って、過疎地域における交流

居住は、地域を活性化させ、自立した地域の確立に貢献する施策として、ま

た都市住民にとっては、より豊かな生活を実現する場、あるいは自己実現

の場など多様な居住スタイルを実現する場としての意義を持っています。

＜交流居住が過疎地域にもたらす効果＞

交流居住は、「観光」と「定住」の中間に位置し、様々な効果が期待できる

施策です。観光客に比べて長時間の滞在が可能になるため地域との関わり

が密接であることや、定住に比べ地元での雇用確保の必要性が低いことな

どです。そして、地域に多面的な効果と可能性をもたらすという点が大き

な特徴です。
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とは？

とは？

とは？

とは？

＜基本的なイメージ＞

＜基本的なイメージ＞

＜基本的なイメージ＞

＜基本的なイメージ＞
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交流居住を希望したり興味を持っている都市住民を対象に、田舎暮らしを実践している方々の体験談
の紹介や国内の交流居住受け入れ地域27箇所のPRを中心とした、「交流居住フェア」を開催しました。
「交流居住フェア」では、田舎暮らし実践者が講演を行う「セミナー」と各地のPRを目的とした「展示・
相談会」の2会場を設け、交流居住を実現するための情報交換の場とし、500名以上の方にご参加を
いただきました。

交流居住フェア

展示・相談会

◆開催日時　
◆開催場所
◆参加者

13：00 開会挨拶･･･総務省自治行政局過疎対策室　阿部守一室長

13：10 ゲスト講演

「都市と田舎をつなぐヴィラの理想」･･･玉村豊男氏（エッセイスト・画家・農園主）

14：20 交流居住に取り組んでいる都道府県・市町村のPR(15団体)

15：35 プレゼンテーション

「都市生活者の熱い思いをいかに実現するか」高橋公氏（NPO法人ふるさと回帰支援センター事務局長）

15：45 田舎への移住者・交流居住実践者のお話

「笑いが止まらない田舎暮らし」かわべまゆみ氏（いまゐネット(株) 月刊しまねiwamiマガジン編集長）

「デュアルライフとワークスタイル」渡辺パコ氏（コンサルタント、グロービスマネジメントスクール/亜細亜大学講師）

16：15 閉　　会

相談会場風景

自治体によるプレゼンテーション風景

◆参加者の情報源

新聞（39％）が突出し、メール（19％）、ホームページ（11％）がベスト3

誰もが接しやすいマスメディアの強さもうかがえました

セミナープログラム
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全体�

14大都市�

5万以上の都市�

�

3％ 1％ 　　　　24％ 　　　　　　　　　　　　　　　　              74％�
�
2％ 2％ 　　　　28％ 　　　　　　　　　　　　　　　              67％�

1 ％1％ 　　　　26％ 　　　　　　　　　　　　　　　　             73％              �
�
既に交流居住を行っている　　　　真剣に考えている　　　　あこがれている　　　　行いたいとは思わない・無回答       �
�

�70～79才�

60～69才�

50～59才�

40～49才�

30～39才�

20～29才�

1％ 1％ 　　　　　　　　　　　　　25％�

1％ 　　　　　　　　　　　　　　　　　31％�

　2％　1％ 　　　　　　　　　　　　　　27％�

　　　6％　　　　1％ 　　　　　　　　　　　21％�

　2％ 　1％　　　　　　　　　　　　　23％�

　　4％　　　　　　　　　　　16％�

�

�
�

既に交流居住を行っている　　　　具体的に探し始めている　　　　真剣に考えている　　　　あこがれている  　　�

4

一般の都市住民を対象に、交流居住に対してどのようなニーズがあるのかを調査した結果です。

どのくらいの頻度で田舎に滞在したいですか？

どのような滞在・居住施設を希望しますか？

ある季節や一定期間�

週末や休日、休暇ごと�

年に数回、日帰りか1泊�

一年の大半を田舎で過ごす�

その他・無回答�

�

37%

30%

19%

8%

3%

住宅を購入�

住宅を借りる�

自炊設備のある宿泊施設�

ホテル等一般旅行者用施設�

実家や知人・友人宅�

長期利用可の農園付施設�

民泊�

企業や自治体の保養所�

その他・無回答�

33%

16%

13%

12%

11%

6%

5%

2%

3%

交流居住についてどう思いますか？

「既に行っている」「真剣に考えている」「あこがれている」と回答した約3割の人に、5つの質問をしました。
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田舎で何をして過ごしたいですか？

交流居住を行う場所を選ぶ際に最も重視するものはどれですか？

田舎の滞在・居住拠点までの所用時間の希望は？

景色や環境がいい所で生活�

田舎の広い家で生活を楽しむ�

静かにのんびり過ごしたい�

アウトドア・レジャー�

家庭菜園やガーデニング�

地元の人と交流したい�

芸術創作活動等の趣味充実�

ボランティア活動をしたい�

仕事をしたい�

その他・無回答�

53%

17%

60%

32%

29%

15%

12%

2%

3%

3%

住環境重視�

趣味重視�

仕事・その他�

自然景観等が良い所�

自分の趣味が満喫できる所�

自分の住居から近い所�

生活基盤がしっかしている所�

公共交通機関でも行ける所�

今まで訪れて良かった所�

親族や知人が住んでいる所�

広い住まいが持てる所�

行政支援がしっかりしている所�

その他・無回答�

40%

12%

9%

9%

8%

7%

7%

4%

3%

2%

�
1時間以内�

2時間以内�

3時間以内�

4時間以内�

5時間以内�

その他・無回答�

�

15%

28%

38%

10%

8%

1%



交流居住を行う際、どこから情報を入手しようと思いますか？

インターネット�

田舎暮らし関連書籍・雑誌�

親戚知人からの口コミ情報�

テレビ・ラジオ�

市町村の相談窓口�

新聞 �

親現地の不動産業者�

都道府県の相談窓口�

国の相談窓口�

その他・無回答�

�

�
地域の自然条件や交通情報�

実践者の体験談�

医療・福祉体制�

空き地・空き家等不動産情報�

利用可能な滞在施設情報�

観光レクリエーション情報 �

地域の習慣や約束事等情報�

行政の支援制度�

体験交流事業やイベント�

地域の文化活動�

その他・無回答�

�

�

情報の発信�

相談窓口をおいてくれる�

地元パートナーを探す�

田舎暮らし体験ツアー実施�

滞在費の割引制度を用意�

滞在施設や不動産を紹介�

地域の習慣や約束事等情報�

交流イベント等を行う�

その他・無回答�

�

49%

47%

35%

21%

43%

36%

31%

28%

27%

17%

58%

33%

32%

28%

25%

24%

13%

6%

16%

15%

12%

6%

4%

13%

12%

9%

8%

0%

6%

交流居住をする現地のどのような情報がほしいですか？

交流居住を行う現地の自治体でやってほしいことは何ですか？

6
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〈市町村のチェックポイント〉

●交流居住をどの程度の費用で実施できるか？

「いくらで実践できるのか」

●どんな年齢層に来て欲しい？
どのくらいの年齢層

●市町村のマーケットへの時間距離は？
時間距離を念頭においた戦略

〈ターゲット設定のヒント〉

●2時間以内の制約を受ける交流居住
・タイプ

・過ごし方

●2時間以上でも選ばれる交流居住
・タイプ

・過ごし方

都市住民アンケートの結果を基に、「交流居住実践に関連する要件」について、統計

的手法を用いて検証したところ、図のような要因が浮かび上がりました。図に示した倍

率は、「交流居住の実践」に対する影響の程度を示しています。

たとえば、「年収700万円以上」であれば、「年収700万円未満」の人より3.2倍交流

居住を実践する可能性があることを意味します。つまり、現状の交流居住は「高収入」

「50代以上」の層で、「時間距離2時間以内」の場所で実践されていることに、まず留意

すべきです。

前掲のデータは、マーケットへの時間距離が遠いことは、交流居住実践の阻害要因で

あることを示しています。

しかし、「交流居住希望者」の意向を分析すると、時間距離が遠いからといって、市町村

への交流居住者誘致をあきらめる必要がないことがわかります。

影響の程度�影響要因�

3.2倍�

3.3倍�

3.0倍�

実践者�
年収�

700万円以上�

年齢�
50歳以上�

交流居住地への時間距離�
2時間以内�

交流居住実践に影響を与える要因

交流居住地への時間距離に影響を与える要因

2時間以内�

2時間以上�

年に数回、�
日帰りか1泊�
�

週末や休日、�
休暇ごと�

ある季節や�
一定期間�
�

一年の大半を�
田舎で過ごす�
�

その他・�
無回答�

18.8％� 39.9％� 29.7％� 5.8％�5.8％�

19.9％� 22.6％� 42.5％� 10.2％�4.8％�

景色や環境がいい所で生活�

田舎の広い家で生活を楽しむ�

静かにのんびり過ごしたい�

アウトドア・レジャー�

家庭菜園やガーデニング�

地元の人と交流したい�

芸術創作活動等の趣味充実�

ボランティア活動をしたい�

仕事をしたい�

その他�

2時間以内�

2時間以上�

�

�

20.6％�
25.3％�

9.3％�
6.3％�

24.9％�
27.9％�

11.6％�

18.6％�

15.9％�

9.1％�
6％�
7％�

5.3％�
5.6％�

1.3％�
0.7％�
1.7％�
1.2％�

0.9％�
0.7％�
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�

地域情報の�
総合発信�

イベントや�
ツアーの開催�

ターゲットを絞った�
情報提供�

〈きっかけづくり・情報発信〉 � 〈滞在空間・拠点確保、環境整備〉   

環境保全・育成�

景観保全・育成�

インフラ整備�

31.2%

7.3% 32.8%

8.8% 28.1%

3.1% 19.0%

25.3%

17.0%3.0%

21.7%

11.0%1.8%

28.0%

24.7%

10.6%2.1%

14.3%

交流居住に対する取り組み姿勢 交流居住に対する今後の取り組み意向

積極的に取り組んできた�

9 %      

多少取り組んできた �

21%            

あまり取り組んでいない �

59 %           �
�

このような施策自体�
全く知らない �

9 %  

わからない�

2 %

積極的に取り組みたい�

28% �
 �
�

多少取り組んでみたい�

43 %  

取り組むつもりはない�

9 %

わからない �

20　%  

年に数回、日帰りもしくは１泊程度�

13 %  

週末や休日、休暇毎 �

26 %    �
�

一年のうちの、ある季節や�
一定期間（数週間～数ヶ月）�

21.2%    �
�

一年のうちの大半（ほぼ定住）�
年に数回都会に滞在�

37 %

その他・無回答 �

4%    �
�

現在実施している交流居住施策と今後の取り組みの希望はどのようなものですか？

交流居住を推進するときに
どのような人に
来てほしいですか？

現在実施（特に有効）�

現在実施�

今後の取り組み希望�
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〈地域の受入体制整備〉  �

�
生活情報の提供�

農協や森林組合�
等との連携�

  リーダーやキーマン�
の確保・育成�

〈地域の波及効果拡大戦略〉    

計画策定�

地場産業の�
活性化�

地元での�
消費促進�

�

22.6% 20.2%

27.7%

21.3%

12.3%2.8%

2.4% 9.4%

1.9%4.2%

20.2%

6.2%

5.8%

4.5%1.4%

1.1%

2.3%

18.0%

交流居住に関する情報提供で使っている媒体はどのようなものですか？

交流居住に関するどのような情報を提供していますか？

地域の観光・レクリエーション情報�

地域の体験交流事業や交流イベントの情報�

"地域の自然条件や交通情報(標高､気象､交通条件等)"�

空き地・空き家・空き農地等の不動産情報�

交流居住で利用可能な滞在施設の情報�

地域の文化活動�

地域の医療・福祉体制�

交流居住に対する行政の支援制度に関する情報�

交流居住実践者の体験談（成功談・失敗談）�

地域の習慣や約束事に関する情報�

その他�

59％�

40％�

27％�

23

22％�

14％�

7％�

7％�

4％�

3％�

2％�

10％�

77％�

67％�

43％�

26％�

50％�

32％�

14％�

1％�

15％�

10％�
全体�

積極的に取り組んでいる地域�

�

役場の窓口を通して�

インターネット�
（ホームページやメール配信）�

雑誌への広告掲載・�
記事掲載依頼�

新聞への広告掲載・�
記事掲載依頼�

テレビ・ラジオへの取材依頼�

1％�
41％�

1％�
65％�

19％� 56％�

4％�
26％�

3％�
27％�

5％� 21％�

7％� 33％�

2％�

2％�

2％�

9％�

7％�

6％�

�
役場の窓口を通して�

インターネット�
（ホームページやメール配信）�

雑誌への広告掲載・�
記事掲載依頼�

�

テレビ・ラジオへの取材依頼�
�

新聞への広告掲載・�
記事掲載依頼�

�

現在実施（特に有効）�

現在実施�

現在実施（特に有効）�

現在実施�

〈全体〉 〈積極的に取り組んでいる地域〉
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都市との交流事業概要

施設の整備プロセス

交流居住事業の効果

成功要因

都市との交流事業の概要

ふるさと回帰支援センターの
整備プロセス

交流居住事業の効果

ここでは、今後の交流居住施策の参考となるような取り組みをご紹介します。
全国の市町村（非過疎地含む）の中から、先行的な取り組みを行っている3ヶ所の事例について
事業内容、効果、成功要因等を取り上げてみました。

山形県鶴岡市
Sターン住宅「旅の家 皓鶴亭」の整備

千葉県鴨川市　
「ふるさと回帰支援センター」で　

皓鶴亭施設見取り図
（1Ｆ）

〈家具付〉

入口外観
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都市との交流事業概要

主な交流居住事業

交流居住事業の効果

成功要因

◇成功要因

　
総合的な情報提供

島根県江津
ご う つ

市
さくらえサロンを窓口とした各種事業の実施

川戸駅（無人駅）駅舎
に設置された
さくらえサロン窓口

相談・要望�
空き巣・�
遊休農地など�

都市生活者�

都市生活者�
新しいライフスタイル�

土地・住宅所有者�
【鴨川市民】�

鴨川ふるさと回帰支援センター�

　　　　　　　　受け入れメリット�
●過疎脱却・生活インフラの確保�
●農地保全・土地の有効利用�
●生きがいの創出・所得拡大�

棚田オーナー制度を運営する棚田倶楽部

山形県鶴岡市�

千葉県鴨川市�

島根県江津市�
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項　目
都市住民の全般的なニーズ（交流居住志向）

都市住民アンケート調査結果のポイント

年齢層別・都市規模別特徴

交流居住の
基本ニーズ

交流居住への高い需要

⇒　14大都市だけで約260千世帯に該当

A

A

B

C

A

長期滞在型：4割、ほぼ定住型：2.5割C

交流居住の形態
反復型：3割、長期滞在型：4割が多数派
ほぼ定住型：1割

A

A

4割程度がログハウス
2割程度が農家等の古民家B

長期間利用できる農園付施設C

滞在・居住施設 セカンドハウスの購入・賃借の希望が50％以上A

「家庭菜園やガーデニング」C

A
C

交流居住の目的 A

交通アクセス条件や血縁・地縁
交流居住地域
選定条件 重視される景観・環境条件

A
C

A
主宅からの
時間距離

A

A
交流居住の
希望先

A

A
交流居住地域
自治体への要望

交流居住に対する情報発信
その他、田舎暮らし体験ツアー実施、相談窓口の設置、
地元パートナーの紹介

A

C

交流居住に
当たって

必要となる情報

①地域の自然条件や交通情報
②実践者の体験談
③空き地・空き家等不動産情報
④医療・福祉体制に関する情報

A

A

C

情報入手に
当たって

利用する情報媒体

①インターネット
②書籍･雑誌
③口コミ情報
④マスコミ情報（テレビ･ラジオ）

A

注１）Ａ：都市住民（アンケート）調査
Ｂ：首都圏50～60代（アンケート）調査
Ｃ：交流居住フェア参加者アンケート調査

注２）交流居住の形態
短期単発型 ：年に数回、日帰りか１泊
反復型 ：週末や休日、休暇ごと

長期滞在型 ：ある季節や一定の長期滞在
ほぼ定住型 ：一年の大半を田舎で過ごす

注３）中規模都市：１４大都市以外の人口15万人以上都市
注４）①②③④・・・は、回答の多い順
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交流居住実践者との比較で、
特に顕著な交流居住希望者のニーズ

<問 題 点>
ニーズ（左）と市町村意識（右）のズレ 受け入れ側の取り組みや意識

都市住民アンケート調査結果のポイント

実践者は50～60歳代

短期単発型、反復型

少ない長期滞在型

問題点①：
希望の高い世代（年齢層）と受け入れ側の意向との
食い違い

問題点②：
交流居住タイプに関するニーズと受け入れ側の意向
との食い違い

積極姿勢が広がりつつあるが、
必ずしも需要に対応していない受入姿勢

誘致したい交流居住の形態

親族、知人・友人宅

問題点③：
都市住民の望む滞在・居住施設の供給の遅れ 空き地・空き家の確保・斡旋

居住・滞在施設の新規整備

地域住民との交流
アウトドアレジャー

期待される地域住民との交流

交通アクセス条件 知
人の存在

問題点④：
交流居住地域に対する都市住民ニーズと、市町村の
立地条件のズレ

問題点⑤：
都市住民が望む情報や自治体の支援と、市町村の取
り組みの食い違い

問題点⑥：
情報入手の方法として都市住民が望む多様な情報媒
体への対応の遅れ

自然の豊かさ

都市（市場）との近接性等、ポジショニング（位置
づけ）

地域イメージの発信・向上

取り組んでいる交流居住施策

「Ａ：きっかけづくりと情報発信に関わる施策」

提供している交流居住関連の情報

実践者の7割が2時間圏内

－

－

実践者の体験談、宿泊施設や
空き地･空き家等不動産情報

交流居住情報発信にあたり利用している情報媒体
①役場の窓口
②インターネットが中心

インターネット、書籍・雑誌、マスコミ
情報
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① ｢希望の高い世代（年代層）と、受け入れ側の意向との食い違い｣への対応

②「交流居住タイプに関するニーズと受け入れ側の意向との食い違い」への対応

③ ｢都市住民の望む滞在･居住施設の供給の遅れ｣への対応

対応の方向①：都市住民ニーズの的確な認識

対応の方向②：50～60歳代等に焦点を当てた戦略的な取り組み

対応の方向①：市町村が期待する「ほぼ定住型」に固執しない。「短期単発型」や「反復型」等による地域への効果の向上と、交流居住の意義の認識

対応の方向②：交流居住者と地域との交流機会を増やす戦略的なしくみづくり

対応の方向①：滞在･居住施設､遊休地･空き家活用に関する地域住民の意識改革と協力獲得

対応の方向②：滞在･居住施設、遊休地・空き家の円滑な提供

対応の方向③：森林組合や地元工務店を巻き込んだ滞在・居住施設の供給体制の確立

対応の方向④：共同利用型セカンドハウスの整備・提供

対応の方向⑤：交流居住体験施設の整備・提供

対応の方向⑥：交流居住のタイプに合わせた施設の提供、オーナー感覚で利用できる多様な宿泊機能の整備・提供
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④

⑤

⑥

対応の方向①：各市町村のポジショニング（立地特性）とマーケットニーズを的確に踏まえつつ、交流居住タイプやターゲットを複合的に設定

対応の方向②：各市町村の自然特性や産業特性を活かした取り組み

対応の方向①：交流居住ニーズをもつ都市住民の問い合わせや相談に、もう一歩親身に対応する姿勢と体制づくり

対応の方向②：都市住民の望む田舎生活のサポートづくり

対応の方向③：具体的な情報を、都市住民のニーズの熟度に即して段階的に提供

対応の方向①：パブリシティの活用等適切な情報媒体の活用

対応の方向②：都市側で都市住民に直接情報提供（口コミ情報等より信頼できる、あるいはフェイストゥフェイスの情報を提供）

対応の方向③：都市住民の立場にたち具体的情報や安心感が得られる田舎暮らし体験ツアーの催行

対応の方向④：地元出身者や縁・ゆかりをもつ都市住民への情報発信



A きっかけづくりと情報発信に関わる施策 B－2 滞在システム

A－1 都市住民のニーズ把握

A－2 来訪機会提供

B－3 良好な景観や環境保全・育成等

A－3 きっかけづくりのための地域情報発信

B－4 生活環境形成

C 地域の受け入れ体制整備方策

C－1 推進体制の確立

A－4 都市住民と田舎不動産との仲介

C－2 地域住民の理解と協力の獲得

A－5 都市住民の受け入れ制度化

C－3 滞在・居住の支援体制

B 滞在空間・滞在拠点の確保・環境整備方策

B－1 滞在・居住施設の整備提供

C－4 人材の確保
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交流居住の取り組み施策として、全部で61の施策を挙げてあります。
貴市町村における取り組み状況をチェックして、今後の施策に役立ててください。
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交流居住タイプ別
重要取り組み施策

○：講ずべき施策
◎：重点的に講ずべき施策

交流居住タイプ別
重要取り組み施策

○：講ずべき施策
◎：重点的に講ずべき施策

現在貴市町村で行っている施策 現在貴市町村で行っている施策



D 地域への波及効果拡大戦略策定 D－3 地域経済の振興

D－1 地域戦略の明確化

D－2 関連産業の振興

17

ど
っ
ぷ
り

ゆ
っ
く
り
、の
ん
び
り

少
し
じ
っ
く
り

ち
ょ
っ
と
だ
け

ど
っ
ぷ
り

ゆ
っ
く
り
、の
ん
び
り

少
し
じ
っ
く
り

ち
ょ
っ
と
だ
け

交流居住タイプ別
重要取り組み施策

○：講ずべき施策
◎：重点的に講ずべき施策

交流居住タイプ別
重要取り組み施策

○：講ずべき施策
◎：重点的に講ずべき施策

現在貴市町村で行っている施策 現在貴市町村で行っている施策
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